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　退職給付に関する新会計基準のもと新たに開示された年金資産の内訳情報を用いて、企業の財務健全性と年金

資産運用との関係を調べたところ、健全性が低い企業ほど株式比率が高い傾向にあることが確認された。この傾

向は労働組合未結成のうち年金積立率が低い企業群で特に顕著であった。米国とは異なり、わが国の年金運用で

はリスク管理よりも株主から従業員・受給者へのリスク移転のインセンティブが強く働いている可能性がある。
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